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第４ スプリンクラー設備 

（令第12条，則第13条から第15条，昭和48年告示第７号，昭和51年告示第３号， 

平成８年告示第６号，平成10年告示第５号，平成13年告示第19号，第36号及び第37号関係，

平8.6.11 消防予第115号，平8.9.10 消防予第１７５号，平19年省令第66号，平21.3.31消

防予第131号） 

 

１ 用語の定義 

⑴ 閉鎖型スプリンクラーヘッド(以下この項において「ヘッド」という。) 

ア 「感度種別」とは，閉鎖型スプリンクラーヘッドの技術上の規格を定める省令

（昭和40年1月自治省令第2号。以下「閉鎖型ヘッド規格省令」という。）第12条

に規定する感度の種別をいう。 

イ 「有効散水半径」とは，閉鎖型ヘッド規格省令第14条に規定する有効散水半径

をいう。 

ウ 「標準型ヘッド」とは，加圧された水をヘッドの軸心を中心とした円状に均一

に分散するヘッドをいう。 

エ 「高感度型ヘッド」とは，火災を早期に感知し，かつ，広範囲に散水すること

が出来る標準型ヘッドで感度種別が1種であり，かつ，有効散水半径が２．６m以

上であるものをいう。 

オ 「小区画型ヘッド」とは，標準型ヘッドのうち，加圧された水を閉鎖型ヘッド

規格法令第14条第１項第２号イに規定する範囲内及び同号ロに規定する壁面の

部分に分散するヘッドをいう。 

カ 「水道連結型ヘッド」とは，小区画型ヘッドのうち，配管が水道の用に供する

水管に連結されたスプリンクラー設備に使用されるヘッドをいう。 

キ 「側壁型ヘッド」とは，加圧された水をヘッドの軸心を中心とした半円状に均

一に分散するヘッドをいう。 

ク 「デフレクター」とは，放水口から流出する水流を細分させる作用を行うもの

をいう。 

ケ 「表示温度」とは，ヘッドが作動する温度としてあらかじめヘッドに表示され

た温度をいう。 

  ⑵ 「流水検知装置」とは，湿式流水検知装置，乾式流水検知装置及び予作動式流水

検知装置をいい，本体内の流水現象を自動的に検知して，信号又は警報を発する装

置をいう。 

   ア 「湿式流水検知装置」とは，一次側(本体への流入側で弁体までの部分をいう。

以下この項において同じ。)及び二次側(本体からの流出側で弁体からの部分をい

う。以下この項において同じ。)に加圧水または加圧泡水溶液（以下この項におい

て「加圧水等」という。）を満たした状態にあり，ヘッド又は一斉開放弁その他
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の弁（イにおいて「ヘッド等」という。）が開放した場合，二次側の圧力低下に

より弁体が開き加圧水等が二次側へ流出する装置をいう。 

   イ 「乾式流水検知装置」とは，一次側に加圧水を，二次側に加圧空気を満たした

状態にあり，ヘッド等が開放した場合，二次側の圧力低下により弁体が開き，加

圧水等が二次側へ流出する装置をいう。 

   ウ 「予作動式流水検知装置」とは，一次側に加圧水等を，二次側に空気を満たし

た状態にあり，火災報知設備の感知器，火災感知用ヘッドその他の感知のための

機器（以下この項において「感知部」という。）が作動した場合，弁体が開き，

加圧水等が二次側へ流出する装置をいう。 

  ⑶ 「圧力検知装置」とは，ヘッド又は火災感知用ヘッドが作動した場合，これらの

ヘッドの空気圧もしくは水圧の低下又は上昇の現象を検知して，警報を発し，又は

警報を発するとともに加圧送水装置を起動させる装置をいう。 

２ 加圧送水装置 

第２ 屋内消火栓設備１（⑵，イ，(ｱ)を除く。）を準用するほか，補助加圧ポンプ 

（配管内水圧の圧力保持のために設置するポンプ）を用いる場合は次によること。■ 

⑴ 補助ポンプは専用とし，その水源は呼水槽と兼用としないこと。 

⑵ 起動圧力に減少した時又は停止圧力に達した時には，確実に起動・停止が行われ 

 ること。 

⑶ 補助ポンプは，加圧送水装置の止水弁の二次側配管に接続すること。 

⑷ 補助ポンプの作動中にスプリンクラーヘッドの作動又は補助散水栓を使用した 

場合に，起動装置の作動及び放水性能に支障が生じないものであること。 

３ 水 源 

第２ 屋内消火栓設備 ２を準用すること。 

４ 水量及び性能 

⑴ 一のスプリンクラー設備に異なる種別のスプリンクラーヘッドが使用される場合 

の水源水量，ポンプの吐出量等にあっては，その値が最大となる種別のスプリンク 

ラーヘッドに係る規定により算出すること。 

⑵ 標準型ヘッド（小区画型ヘッドを除く。）及び側壁型ヘッドを用いるスプリンク 

 ラー設備の水源水量を求める場合のスプリンクラーヘッドの設置個数について， 

乾式又は予作動式で流水検知装置が設けられている場合は，則第13条の６第１項 

第１号及び第３号に規定する個数に1.5を乗じて算出した個数とする。(端数は切り 

上げる。)  
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                第４－１図 

５ 配 管 

第２ 屋内消火栓設備３(⑴及び⑽を除く。)を準用するほか，次によること。 

⑴ 配水管又は枝管の管径が第４－２表の例により設けられた場合にあっては， 

則第12条第１項第６号チに定める「水力計算により算定された配管の呼び径」と 

みなすことができる。この場合，枝管（直接ヘッドの取付けられる配管。）に取り 

付けられるヘッドの個数は，片側５個を限度とする。 

なお，こう配屋根や建築構造上やむを得ず片側５個を超える場合は，片側８個を 

限度とし，ヘッドの許容数は（ ）内の数とする。 

第４－２表 

区分       管の呼び 25 32 40 50 65 80 

許 

容 

ヘ 

ッ 

ド 

数 

同時開放ヘッド数

10まで 

２ 

⑵ 

以下 

３ 

⑶ 

以下 

５ 

⑸ 

以下 

10 

⑻ 

以下 

－ － 

同時開放ヘッド数

20まで 

２ 

⑵ 

以下 

３ 

⑶ 

以下 

５ 

⑸ 

以下 

10 

⑻ 

以下 

20 

 

以下 

－ 

同時開放ヘッド数

30まで 

２ 

⑵ 

以下 

３ 

⑶ 

以下 

５ 

⑸ 

以下 

10 

⑻ 

以下 

20 

 

以下 

40 

 

以下 

※ ラック式倉庫は除く。 
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⑵ 補助用高架水槽の容量は，１ｍ3以上とすること。■ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

               第４－３図 

⑶ ループ配管とした場合の摩擦損失計算は，別紙による計算方法によることもでき

ること。 

６ 起動装置 

⑴ 起動用水圧開閉装置の作動と連動して加圧送水装置を起動するものにあっては， 

専用とし加圧送水装置の直近に設けること。（第４－４図） 

ア 最高位のヘッドの位置から起動用水圧開閉装置の水圧開閉器までの落差（Ｈ1）

による圧力に0.15MPaを加えた値の圧力 

イ 補助用高架水槽の位置から起動用水圧開閉装置の水圧開閉器までの落差（Ｈ2）

による圧力に0.05MPaを加えた値の圧力 

ウ 補助散水栓を設置してあるものは，次の(ｱ)，(ｲ)の数値の合計に0.3MPaを加え 

た値の圧力 

 (ｱ) 最高位の補助散水栓の位置から起動用水圧開閉装置の水圧開閉器までの 

落差（Ｈ3） 

 (ｲ) 補助散水栓の弁・ホース・ノズル等の摩擦損失としてあらかじめ算定された 

数値（鑑定機器の仕様書等に明示されたもの（Ｈ0）） 

⑵ 流水検知装置（自動警報弁に限る。）の作動と連動して加圧送水装置を起動する 

ものにあっては，補助用高架水槽からの最高位のヘッドの位置までの落差(Ｈ)によ 

る圧力が0.15MPa以上とすること。（第４－５図） 

なお，補助散水栓を設置する場合は，本起動方式としないこと。 
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第４－４図                第４－５図 

７ 送水口 

⑴ 機器 

ア 則第14条第１項第６号ロに規定する送水口の結合金具は，差込式のものとし， 

各棟に送水口を１警戒区域が3,000㎡以下となるよう設けること。 

（昭63.2.22，昭63.5.9） 

イ 則第14条第１項第６号ヘに規定する送水口は，認定品とすること。■ 

ウ 送水口からスプリンクラー設備の配管に至る配管の口径は，100Ａ以上とする 

こと。■（昭50.6.16 消防安第65号） 

エ 送水口の直近の配管に止水弁及び逆止弁を設けること。■ 

オ 標識は則第14条第１項第６号及び条例規則第５条，別表第１の規定により表示 

すること。 

⑵ 設置方法 

ア 個数 

(ｱ) 則第13条の６第１項第１号に定める同時開放個数又は同時放水個数が30個 

以下のものにあっては，第４－６表の例によること。（それぞれのヘッドの 

吐出量が80ℓ／minとなる場合）■ 

 

 

 

 

 

 

補助用高架水槽 

最高位又は最遠部

のヘッド 

 
起動用水圧開閉装置 

水圧開閉器の位置 

H2＋0.05MPa 

H1＋0.15MPa H3＋H0＋0.3MPa 

H最高位又は最遠部

のヘッド 

補助用高架水槽

H≧0.15MPa(15m) 
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第４－６表 

スプリンクラーヘッドの同時開放個数

又は同時放水個数 
送水口の設置個数 

10個以下 １ 

11個以上 ２ 

      

(ｲ) 同時開放個数又は同時放水個数が30個を超えるものにあっては，当該設備に 

必要な加圧送水装置の送水量又は吐出量（いずれも単位をｍ3／minとする。） 

を1.8ｍ3／minで除して得た値の個数とすること。■ 

(ｳ) 前(ｱ)，(ｲ)に該当しないもの（小区画型，側壁型，放水型等）にあっては， 

当該設備に必要な加圧装置の送水量，吐出量を勘案した個数とすること。■ 

イ 位 置 

送水口の設置位置は，当該建築物又は工作物等が面する道路側で，かつ，消防 

ポンプ自動車が容易に接近して送水操作ができる位置とする。 

８ 流水検知装置及び自動警報装置 

  ⑴ 流水検知装置等が受け持つ区域 

ア 一の流水検知装置等が受け持つ区域は，3,000㎡以下（工場，作業所等で主要な 

出入口から内部を見とおすことができる場合にあっては，12,000㎡以下）とする 

こと。（昭63.5.9）■ 

イ 次の(ｱ)及び(ｲ)に適合する場合にあっては，２以上の階を受け持つことができ 

 る。 

(ｱ) 防火対象物の階又は塔屋で設置されるヘッドの個数が10個未満で，かつ， 

流水検知装置等が設けられている階の直上階又は直下階の場合 

(ｲ) 前(ｱ)の階が自動火災報知設備の技術上の基準に従い有効に警戒されている 

  場合 

⑵ 流水検知装置の一次側直近に，制御弁を設けること。 

⑶ 流水検知装置は，次に掲げる場所に設けること。■ 

ア 点検等に際し，人が容易に出入りできる場所であること。 

イ 火災等の災害による被害を受けるおそれが少ない場所であること。 

⑷ 小区画型ヘッドを用いるスプリンクラー設備の流水検知装置は，則第14条第１項 

第４号の２により湿式のものとなるため，流水検知装置の二次側の配管を乾式とす 

ることはできない。また，予作動式のものを使用する場合には，湿式とすることが 

必要であること。 

⑸ 則第14条第１項第４号ニに定める受信部には，ヘッドが開放した階又は放水区域

を表示する機能を備えた自動火災報知設備の受信機も含まれるものであること。 
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⑹ 放送設備を令第24条の基準に従い，又は基準の例により設置した防火対象物に 

あっては，スプリンクラー設備の有効範囲に存する自動火災報知設備の感知器と 

連動で当該放送設備が鳴動する措置が講じられている場合には，則第14条第１項 

第４号ただし書きの「自動火災報知設備により警報が発せられる場合」と同等に 

取り扱うことができるものであること。 

また，令第21条第３項の規定により，スプリンクラー設備等の有効範囲内の部分 

   の自動火災報知設備の感知器を設置しない場合には，当該スプリンクラー設備等の

作動した旨の信号と連動して当該放送設備を鳴動する措置が講じられている場合に

は，前記と同様の取り扱いができるものであること。 

９ 試験装置 

⑴ 末端試験弁は，容易に点検できる場所に設けること。■ 

⑵ 末端試験弁は，みだりに開放することができない措置を施すとともに，その付近 

に十分に排水できる措置を講ずること。■ 

⑶ 排水に専用の配管を用いる場合は，末端試験弁の配管の口径以上の管径のもの 

とし，かつ，排水ます等へ有効に排水できること。 

⑷ 則第14条第１項第１号ニに定める「作動を試験するための装置」は，弁及び排水 

管を用いたもの等によること。 

⑸ 同一階の配管系に放水量の異なるスプリンクラーヘッド又は補助散水栓が設けら 

れる場合の当該配管の末端に設ける末端試験弁は，当該流水検知装置の検知流水 

定数に相当する放水性能を有するオリフィス等の試験用放水口を設ければ足りる 

ものであること。 

10 閉鎖型スプリンクラーヘッドを用いるスプリンクラー設備 

⑴ 則第13条第３項に掲げるスプリンクラーヘッドの設置を要しない部分については，

次により運用すること。この場合，その部分を補助散水栓で包含すること。 

（昭62.7.28） 

ア 次の場所は第１号の「その他これらに類する場所」として取り扱うことができ 

る。 

(ｱ) 便所に付随したＳＫ（内部にトイレットペーパー等の可燃物を収容するもの 

は設置すること。） 

(ｲ) 便所に付随した化粧室等（個々の出力が２ｋＷを超える温風ヒーター等を 

設けるものは，設置すること。） 

イ 次の場所は第２号の「その他これらに類する室」として取り扱うことができる。 

(ｱ) 電話交換機室 

(ｲ) 電子計算機室に付属するデータ保管室 

(ｳ) 防災センター（総合操作盤を設置するものに限る。） 

(ｴ) 中央管理室（建基令第20条の２に規定するもの。） 
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ウ 次の場所は第３号の「その他これらに類する室」として取り扱うことができ 

る。 

(ｱ) ポンプ室，衛生設備等の機械室（空調機械室，冷凍機室等） 

(ｲ) ボイラー室，給湯設備，冷温水発生機等の火気使用設備を設ける機械室 

（条例第３条の規定により不燃区画室の規制が該当する火気使用設備を設ける 

部分には努めて当該機械室にガス系の特殊消火設備等を設けること。）■ 

(ｳ) 特殊消火設備のボンベ室 

エ 次の場所は第４号の「その他これらに類する室」として取り扱うことができ 

る。 

(ｱ) 蓄電池，充電装置，配電盤，リアクトル，電圧調整器，開閉器，コンデンサ 

ー，計器用変成器等 

オ 次の場所は第５号の「その他これらに類する電気設備が設置されている場所」

として取り扱うことができる。 

(ｱ) ダクトスペース，メールシュート，ダストシュート，ダムウェーターの昇降 

路，ＥＰＳ等 

カ 第６号の「その他外部の気流が流通する場所」とは，外気に面するそれぞれの 

部分からおおむね５ｍ以内の箇所をいうものであること。ただし，0.6ｍ以上の 

深さのはり，たれ壁等があり火災の発生を有効に感知することができる部分が 

ある場合はこの限りではない。 

 

 

 

 

 

  

  

 

 

 

第４－７図 

 

キ 次の場所は第７号の「その他これらに類する室」として取り扱うことができ 

る。 

(ｱ) 回復室，洗浄滅菌室，器材室，器材洗浄室，器材準備室，滅菌水製造室， 

無菌室，洗浄消毒室（蒸気を熱源とするものに限る。），陣痛室，沐浴室， 

既消毒室（既滅菌室），ＭＥ機器管理供給センター室 

警戒区域 
５ｍの範囲 
壁面 
開放面 
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(ｲ) 無響室，心電室，心音室，筋電室，脳波室，基礎代謝室，ガス分析室， 

肺機能検査室，超音波検査室，採液及び採血室，天秤室，細菌検査室，培養室， 

血清検査室及び保存室，血液保存に供される室，解剖室，光凝固室 

(ｳ) 人工血液透析室に附属する診療室，検査室，準備室，透析機械室 

(ｴ) 特殊浴室，蘇生室，バイオクリーン室（白血病，臓器移植，火傷等治療室）， 

新生児室，未熟児室，授乳室，調乳室，隔離室，観察室（未熟児の観察に限る。）， 

遺体用冷蔵室，水治療室 

(ｵ) 製剤部の無菌室，注射液製造室，洗浄・滅菌室（蒸気を熱源とするものに 

限る。） 

(ｶ) 医療機器を備えた診療室，医療機器を備えた理学療法室（温熱治療室，結石 

破砕室等）及び霊安室 

   ク 則第13条第３項第８号の「レントゲン室等」とは次に掲げるものをいう。 

    (ｱ) 放射性物質に係る治療室，管理室，準備室，検査室，操作室及び貯蔵室 

    (ｲ) 撮影室，透視室，操作室，暗室等 

⑵ 則第13条第３項の規定によるほか，ヘッドを省略できる部分 

ア 金庫室で，当該室内の可燃物品がキャビネット等に格納されており，かつ， 

金庫室の開口部に特定防火設備又はこれと同等以上のものを設けたもの。 

イ 不燃材料で造られた冷凍室，冷蔵室で，定温装置により異常時には，常時人の 

いる場所に警報を発せられるもの。 

ウ アイススケート場のスケートリンク部分で，常時使用されているもの。 

エ プール及び可燃性物品が置かれていないプールサイド 

オ 可燃性物品が置かれていない風除室 

カ 次に掲げる条件に全て適合する収納庫（押入れ，クローゼット，物入れ及び 

 ショーウインドー等）等で，当該収納庫の扉側に設けられたヘッドで有効に警戒 

されている部分 

(ｱ) 前面の扉等が火災により脱落する可燃物又は普通板ガラスでできていること。 

(ｲ) 奥行きが0.6ｍ未満で，棚等が設けられ，人が出入りできないこと。 

(ｳ) 当該部分の天井が不燃材料で造られていること。 

(ｴ) 照明器具，換気扇等がなく，出火の危険が少ないこと。 
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第４－８図 

 

  なお，天井から棚まで距離がある場合で，棚の幅又は奥行きが1.2ｍ以下のもの 

は棚の下面にヘッドの設置は要しないものであること。 

キ 1.2ｍ以上の幅を有するダクト等とそれ以下のダクト及び配管等が混在してい 

る部分で，出火の危険性が低いと認められる当該1.2ｍ以上の幅のダクト等の上部 

 の天井面の部分 

ク 厨房設備が設けられている部分で，自動で排気ダクトへの火炎の伝送を防止す 

る装置（フード等用簡易自動消火装置）により有効に警戒されている部分 

ケ 令第12条第２項第３号の規定により，開口部に設置するヘッドは，令第12条 

第２項第２号に規定する水平距離内のヘッドにより代替できるものとする。 

  ⑶ ヘッド配置 

ア 標準型ヘッドを設ける場合のヘッドの配置については，原則として格子配置 

（正方形又は矩形）とすること。■ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

不燃材料 

有効散水半径以内 

0.6ｍ未満 

天井裏 
省略できるヘッド 

前面で警戒するヘッド 

隣の区画がヘッドにより

警戒されていない場合

は，この壁面も不燃材で

造られていること。 
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図 格子配置の例 

 各部分からの水平距離2.3ｍの場合 

 

 

 

 

 

 

 

 各部分からの水平距離2.3ｍの場合 

 

 

 

 

 

 

 

第４－９図 

 

イ 傾斜天井等の配置の間隔 

(ｱ) スプリンクラーヘッドを取り付ける面の傾斜が17度を超えるもの 

屋根又は天井の頂部より当該頂部に最も近いヘッドに至るまでの間隔を当該 

傾斜面に平行に配置されたヘッド相互間の間隔の２分の１以下の値とし，かつ， 

当該頂部からの垂直距離が１ｍ以下となるように設けること。ただし，この 

場合，当該頂部ヘッドが設けられるものにあっては，この限りでない。■ 

 

       正方形又は矩形配置の場合      千鳥型配置の場合 
 

 

 

 

 

 

 

 

第４－10図 

3.25 

3.25  3.25 3.25 

単位 ： ｍ 

○ スプリンクラー  

ヘッド 

4.60 

4.60  4.60 4.60 

単位 ： ｍ 

○ スプリンクラー  

ヘッド 

  

Ｓ＝枝管上のヘッドの間隔
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(ｲ) スプリンクラーヘッドを取り付ける面の傾斜が45度を超えるもの 

屋根又は天井の頂部にヘッドを設ける場合にあっては，当該屋根又は天井と 

当該ヘッドとの水平隔離距離を0.6ｍ以上とることにより，当該屋根又は天井の 

頂部からの垂直距離が１ｍを超えて設けることができる。■ 

 

 

 

 

 

 

 

第４－11図 

⑷ 設置方法 

ア 共通事項 

(ｱ) はり，たれ壁等がある場合のヘッドの設置は，第４－12図及び第４－13表の 

 例によること。ただし，同図ｈ１及びＤの値については，ヘッドからの散水が 

妨げられる部分が他のヘッドより有効に警戒される場合にあっては，この限り 

ではない。■ 

 

 

 

 

 

 

 

第４－12図 

 

第４－13表 

Ｄ（ｍ） ｈ１（ｍ） ｈ２（ｍ） 

0.75未満 ０ ① 標準型ヘッドの場合 

0.3以下 

（天井が不燃，準不燃材料の

工場等にあっては，0.45以下）

② 側壁型 

0.15以下 

0.75以上 

1.00未満 
0.1 未満 

1.00以上 

1.50未満 
0.15未満 

1.50以上 0.3 未満 

ｈ２ 

ｈ１ 

Ｄ

ヘッド 
他のヘッド 梁

等 

１ｍ超過 
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(ｲ) 間仕切り用のアコーディオンカーテン等が設けられている場合は，間仕切り 

ごとにヘッドを設けること。ただし，カーテン等の上部が天井面から0.6ｍ以上 

開放している場合で，ヘッドからの水平距離が1.6ｍ以内の場合は，この限りで 

ない。また，病院，診療所等において間仕切るカーテンにあっては，間仕切り 

ごとにヘッドを設けることを要しない。この場合，努めて閉鎖型ヘッドの取り 

付け面からカーテン上部までの距離は45cm以上にすること。 

 
             第４－14図 

 (ｳ) ルーバー等（取付けヘッドの作動温度以下で溶融等し，かつ熱感知の障害と 

 ならないものを除く。）の開放型の飾り天井が設けられる場合にあっては， 

 飾り天井の下方にもヘッドを設けること。ただし，格子材等の厚さ，幅及び 

 状態が著しく散水を妨げるものではなく，開放部分の面積の合計が飾り天井の 

 70％以上であり，かつ，ヘッドのデフレクターから飾り天井の上部までの距離 

 が0.6ｍ以上となる場合にあっては，下方のヘッドを設けないことができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

              第４－15図 
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 (ｴ) スプリンクラーヘッドは表示温度の区分による識別表示以外の塗装はしない 

こと。 

 (ｵ) 開口部に設けるスプリンクラーヘッドは，当該ヘッドの軸心から離隔距離が 

壁面に対して，0.lｍ以上0.45ｍ以下となるよう設けること。 

(ｶ) 種別の異なるスプリンクラーヘッド（放水量，感度の種別等）は同一階の 

同一区画（防火区画されている部分，たれ壁で区切られた部分等であって， 

当該部分における火災発生時において当該部分に設置されているスプリンクラ 

ーヘッドが同時に作動すると想定される部分をいう。）内に設けないこと。 

ただし，感度の種別と放水量が同じスプリンクラーヘッドにあっては，この限 

りではない。 

イ ラック式倉庫に設けるスプリンクラーヘッド 

(ｱ) 「ラック式倉庫の防火安全対策のガイドラインについて」（平10.7.24 消防

予第119号。以下この号において「ガイドライン」という。）により設置する 

こと。 

(ｲ) 則第13条の５第５項第３号に規定する，他のスプリンクラーヘッドからの 

被水防止のための措置として防護板を設ける場合は，次によること。ただし， 

スプリンクラーヘッドを天井，小屋裏等に設ける場合にあっては，設けない 

ことができる。 

 ａ  防護板の構造は，金属製のものとし，その大きさは1,200cm2以上のものと 

すること。（集熱板で可。〔集熱板 昭48.2.8 消防予第23号〕） 

ｂ  防護板の下面より，デフレクターまでの距離は，O.3ｍ以内とすること。 

ｃ  上部のヘッドからの散水によって影響を受けない箇所に設置すること。 

ウ 小区画型ヘッドにあっては，次によること。 

 (ｱ) 則第13条の３第２項第１号に規定する「宿泊室等」には，宿泊室，病室， 

  談話室，娯楽室，居間，寝室，教養室，休憩室，面会室，休養室等が該当する 

こと。 

 (ｲ) 小区画型ヘッドは，則第13条の３第２項第３号の規定によるが，同一の 

宿泊室等に二以上のヘッドを設ける場合には，次によること。 

ａ ヘッド相互の設置間隔が，３ｍ以下とならないように設置すること。 

 ｂ 小区画型ヘッドのデフレクターから下方0.45ｍ以内で，かつ，水平方向の 

 0.3ｍ以内には，何も設けられ又は置かれていないこと。 
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第４－16図 

エ  側壁型ヘッドを用いるスプリンクラー設備について 

(ｱ) 則第１３条の３第３項第１号に規定する「廊下，通路その他これらに類する 

部分」には，廊下，通路，フロント，ロビー等が該当すること。 

(ｲ) 「側壁型ヘッドのデフレクターから下方0.45ｍ以内で，かつ，その側方の 

範囲には，何も設けられ，又は置かれていないこと。」とは，第４－17図に 

よること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑸ 補助散水栓 

ア 補助散水栓は，則第13条第１項又は第２項の部分が有効に警戒できるように 

設置すること。 

イ 補助散水栓を設置した部分は，令第11条第４項，令第19条第４項，令第20条 

第５項第２号及び第３号において，スプリンクラー設備と同等に扱えること。 

ウ 則第13条の６第３項第７号に規定する補助散水栓は，鑑定品とすること。■ 

エ 同一防火対象物には，同一操作性のものを設置すること。■ 

オ 表示灯は，則第12条第１項第３号ロによるほか，第２ 屋内消火栓設備７，⑴， 

オ，(ｲ)及び(ｳ)の例によること。 

カ 補助散水栓の配管は，各階の流水検知装置又は圧力検知装置の２次側から分岐 

設置すること。ただし，スプリンクラーヘッドを設けない階に補助散水栓を設置 

する場合で，次による場合は，５階層以下を一の流水検知装置から分岐すること 

ができる。 

 

0.3ｍ以内 

0.5ｍ以内 

小区画ヘッド 

天井 
壁 

法令上何も設けられ，又は置かれ

ていないこととされている部分 

何も設けられ，

又は置かれてい

ない部分■ 

0.45ｍ 
以内 

3.6ｍ以内 

ｒ 0.45ｍ以内 ｒ 0.45ｍ以内 0.45ｍ以内 

側壁型ヘッド 
法令上何も設けられ，又は置かれ

ていないこととされている部分 

何も設けられ，又は置かれていない部分■ 

第４－17 図 
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(ｱ) 地上と地下部分で別系統とすること。 

(ｲ) 補助散水栓で警戒する部分は，自動火災報知設備により有効に警戒されて 

いること。 

(ｳ) 補助散水栓の１次側には階ごとに仕切弁を設置すること。 

 (ｴ) 則第14条第１項第11号ニに定める措置が講じられていること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４－18図 

11 放水型ヘッド等を用いるスプリンクラー設備 

⑴ 放水部の性能 

ア 放水区域の選択及び放水操作は，原則として自動放水とすること。ただし， 

次のいずれかに該当する場合にあっては，この限りではない。 

(ｱ) 当該防火対象物の防災要員により，当該高天井の部分における火災の監視 

及び現場確認並びに速やかな火災初期対応ができる場合 

(ｲ) 当該高天井の部分の利用形態により，非火災報が発生しやすい場合 

イ 放水操作を手動で行う場合は，次によること。 

(ｱ) 管理，操作等のマニュアルが作成されていること。 

(ｲ) 防災センター等に，自動又は手動の状態が表示されること。 

(ｳ) 操作者は，当該装置について習熟した者とすること。 

ウ 防災センター等以外の現地操作盤で操作するものは，次によること。 

(ｱ) 操作可能なそれぞれの場所において，その時点での操作権のある場所が明確 

 に表示されること。 

(ｲ) 操作可能なそれぞれの場所において，操作状況が監視できること。 

(ｳ) 操作可能な場所相互間で同時に通話できる設備を設けること。 

(ｴ) 操作可能な場所には，放水型ヘッド等により警戒されている部分を通過する 

ことなく到達できること。 

   エ 現地操作盤には，「スプリンクラー現地操作盤」と表示する標識を設けること。 

⑵  高天井部分の取扱い 

令第12条第２項第２号ロ並びに則第13条の５第６項及び第７項の規定により放水 
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   型ヘッド等を設けることとされている部分（以下「高天井の部分」という。）に 

ついては，次によること。 

ア  床面から天井までの高さについては，次により測定すること。 

(ｱ) 天井のない場合については，床面から屋根の下面までの高さ（令第12条第１項 

第５号参照） 

  
              第４－19図  

(ｲ) 防火対象物の部分が高天井の部分に該当するか否かについては，当該防火対象 

 物内の同一の空間としてとらえることのできる部分（防火区画等されている 

 部分）の床面から天井までの平均高さではなく，個々の部分ごとの床面から天井 

までの高さ 

(ｳ) 天井が開閉する部分については，当該天井が閉鎖された状態における床面から 

の高さ 

イ  次のいずれかに該当する部分については，高天井の部分に該当しないもので 

あること。 

(ｱ) 階段又はエスカレーターの付近に設けられる小規模な吹抜け状の部分（概ね 

50㎡未満） 

 

 

 

 

 

 

             第４－20図 

(ｲ) 天井又は小屋裏が傾斜を有するものである等の理由により，床面から天井 

までの高さが，局所的に令第12条第２項第２号ロ並びに則第13条の５第３項 

及び第５項の規定に掲げる高さとなる部分 
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⑶  高天井の部分とそれ以外が同一空間となる場合の取扱い 

高天井の部分と高天井の部分以外の部分とが床，壁等により防火区画されていな 

い場合には，次により設置すること。 

ア  火災を有効に消火できるように，それぞれの部分に設置されたスプリンクラー 

ヘッドの放水区域等が相互に重複するように設置すること。 

イ  境界部分にたれ壁を設ける等，それぞれの部分に設置されたスプリンクラー 

ヘッドの感知障害，誤作動等を防止するための措置を講じること。 

ウ  一のスプリンクラー設備に放水型ヘッド等と放水型ヘッド等以外のスプリンク

ラーヘッドが使用される場合であって，それぞれの種別のスプリンクラーヘッド

から同時に放水する可能性のある場合にあっては，当該スプリンクラー設備の 

水源水量，ポンプの吐出量等については，それぞれの種別のスプリンクラーヘッ

ドについて規定される量を合算した量とすること。なお，防火区画内に設置した

放水型ヘッド等以外のスプリンクラーヘッドの設置個数が，則第13条の６第１項

に規定する個数に満たない場合の算出は，次によることができるものとする。 

(ｱ) 水源水量にあっては，次のうち最大のものとする。 

ａ  高天井の部分の防火区画内に設置した放水型ヘッド等以外のスプリンクラ 

 ーヘッドの設置個数に1.6ｍ3を乗じて得た水量に当該防火区画内に設置した 

放水型ヘッド等に必要な水量を合算した水量 

ｂ  防火対象物の放水型ヘッド等以外スプリンクラー設備に必要な水量 

ｃ  防火対象物の放水型ヘッド等に必要な水量 

(ｲ) ポンプの吐出量にあっては，次の内最大のもの 

ａ  高天井の部分の防火区画内に設置した放水型ヘッド等以外のスプリンクラ 

ーヘッドに必要な性能及び当該防火区画内に設置した放水型ヘッド等に必要 

な性能を同時に得られる吐出量 

ｂ  防火対象物の放水型ヘッド等以外のスプリンクラー設備に必要な吐出量 

ｃ  防火対象物に設置された放水型ヘッド等に必要な吐出量 

エ  高天井の部分の床面が，隣接する高天井の部分以外の部分に設置された閉鎖型 

スプリンクラーヘッドにより有効に包含される場合には，当該高天井の部分に 

ついては，放水型ヘッド等を設置しないことができること。 

オ  高天井の部分以外の部分の床面が，隣接する高天井の部分に設置された放水型 

ヘッド等により有効に包含される場合には，当該高天井の部分以外のスプリンク 

ラーヘッドを設置しないことができること。この場合において，高天井の部分 

以外の部分に係る感知障害のないようにすること。 
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              第４－21図 

  ⑷ 排水設備の取扱い 

    則第14条第２項第２号ただし書きの放水型ヘッド等を設ける部分の排水設備で 

建築構造上，支障がないものと認められる場合とは，当該スプリンクラー設備，他 

の消防用設備等，エレベーター機械室，電機室，空調機械室及び階段室に浸水する 

おそれのない構造又は措置が取られている場合をいう。 

12  開放型スプリンクラーヘッドを用いるスプリンクラー設備 

前１から８までによるほか，次によること。 

⑴  ポンプ吐出量 

ポンプを併用又は共用する場合にあっては，第２ 屋内消火栓設備１，⑴，ウ，(ｱ)，

及び(ｲ)の例によるものであること。ただし，閉鎖型スプリンクラー設備のポンプ 

   と共用する場合にあっては，両設備の設置部分が有効に防火区画されている場合に 

限り，所要吐出量の大きい方が吐出量とすることができるものとする。 

⑵  放水区域 

ア  ２以上の放水区域を設ける場合の一の放水区域の面積は，100㎡以上とすること。 

■ 

イ  放水区域を分割する場合は，第４－22図の例によること。 

 

 

 

 

第４－22図 

 

 

 

 

 

観客席 観客席
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 ウ  各放水区域が接する部分のヘッドの間隔は，第４－23図によること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４－23図 

⑶  一斉開放弁又は手動式開放弁 

一斉開放弁の起動操作部又は手動式開放弁（30秒以内に全開できるものに限る。） 

は，一の放水区域につき２以上を異なる場所に設けること。■ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                第４－24図 

⑷  ヘッド配置 

ア  開放型スプリンクラーヘッドは，舞台部，スタジオ部分及び脇舞台の天井 

（ぶどう棚が設けられる場合にあっては，当該ぶどう棚の下面）に設けること。 

イ  ぶどう棚の上部に電動機，滑車及びワイヤーロープ等以外の可燃性工作物を 

設ける場合は，ぶどう棚の上部に閉鎖型スプリンクラーヘッドを設置すること。 

ウ  火災感知用ヘッドは，10，⑶及び⑷の例により設けること。 

 

重
複

範
囲
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13  乾式又は予作動式の流水検知装置を用いるスプリンクラー設備 

  乾式流水検知装置（一次側に加圧水等を，二次側に空気を満たした状態にあり， 

閉鎖型ヘッド等が開放した場合，二次側の圧力低下により弁体が開き，加圧水等が 

二次側へ流出する装置をいう。）を用いるスプリンクラー設備（以下，この項におい 

て「乾式スプリンクラー設備」という。），又は予作動式流水検知装置（一次側に 

加圧水等を，二次側に空気を満たした状態にあり，火災報知設備の感知器，火災感知 

用ヘッドその他の感知のための機器（以下，この項において「感知部」という。）が 

作動した場合，弁体が開き，加圧水等が二次側へ流出する装置をいう。）を用いる 

スプリンクラー設備（以下，この項において「予作動式スプリンクラー設備」という。） 

は次によること。 

⑴  設置することができる場所 

次のア又はイに定める場所以外の場所には，原則として湿式のものとすること。 

ア  常時配管内を湿式とすることにより，凍結による障害が生じるおそれがある 

場所 

イ  水損による被害が著しく多いと認められる場所（予作動式に限る。） 

⑵  流水検知装置の二次側配管 

ア 則第14条第１項第10号イに規定する「亜鉛めっき等による防食処理を施す」と 

は，第４－25表に示す管及び管継手を用いる配管施工をいうものであること。 

第４－25表 

 JIS規格・名称 

管 
JIS G 3442 （水道用亜鉛めっき鋼管） 

JIS G 3452 （配管用炭素鋼管のうち白管） 

管 

継 

手 

JIS B 2210 （鉄鋼製管フランジ基準寸法のうち呼び圧力５K，10K又は16K

の使用圧力に適合する基準寸法のもので，溶融亜鉛めっき

を施したねじ込み式に加工されたもの） 

JIS B 2301 （ねじ込み式可鍛鋳鉄製管継手のうち，めっきを施したもの）

イ 則第14条第１項第10号ロに規定する「配管内の水を有効に排出できる措置」と 

は，次の(ｱ)及び(ｲ)の措置をいうものであること。 

(ｱ) 配管の勾配を施すこと。 

 ａ 分岐管にあっては配管10ｍにつき４㎝以上 

 ｂ 主管にあっては配管10ｍにつき２㎝以上 

(ｲ) 排水用の弁を設け，排水弁である旨の表示をすること。 

ウ  配管の内容積は最遠の位置に取り付けられるヘッドが作動してから１分以内に 

当該ヘッドより放水できる容積とすること。この場合，ヘッド開放後30秒以内に 

流水検知装置の弁体が開くときの容積は第４－26表を参考とすること。 
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第４－26表 

内径（mm） 二次側配管の内容量（ℓ） 

50 70 

65 200 

80 400 

100 750 

125 1200 

150 2800 

200 2800 

 

⑶  流水検知装置の設置場所等 

流水検知装置は，８，⑶によるほか，凍結のおそれのある場所に設ける場合には， 

適切な防護措置を講じること。 

⑷  空気加圧用の加圧装置 

乾式スプリンクラー設備又は予作動式スプリンクラー設備（予作動式流水検知 

装置の二次側に圧力の設定を必要とするもの。）は，次によること。 

ア  乾式又は予作動式流水検知装置の二次側の空気を加圧するための加圧装置は， 

専用のコンプレッサーを用いる方式とすること。 

イ  加圧装置の能力は，乾式又は予作動式流水検知装置二次側配管の圧力設定値 

まで加圧するために要する時間が30分以内のものであること。 

ウ  加圧装置の配管は，則第12条第１項第６号に規定される材料を用いるほか， 

亜鉛めっき等による防食処理を施すこと。 

エ  コンプレッサーの常用電源回路は，専用回線とし，他の動力回路の故障による 

影響を受けるおそれのないものにあっては，非常電源を設けないことができるこ 

と。 

⑸  感知用ヘッド 

予作動流水検知装置を用いるスプリンクラー設備の感知部に感知用ヘッド又は 

定温式スポット型感知器を使用するものは，当該感知部の警戒区域に設けられて 

いるスプリンクラーヘッドの標示温度よりも低い標示温度又は公称作動温度のもの 

とし，非火災報の発するおそれがないように設けること。 

⑹  減圧警報装置 

乾式スプリンクラー設備又は予作動式スプリンクラー設備（予作動式流水検知 

装置の二次側の圧力の設定を必要とするもの。）の則第14条第１項第４号の５の 

「圧力が低下した場合に自動的に警報を発する装置」は，防災センター等の常時人 

のいる場所に警報及び表示ができるものであること。■ 
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⑺  補助散水栓 

乾式又は予作動式流水検知装置を設置してあるスプリンクラー設備に補助散水栓 

を設置する場合は，10，⑸によるほか，次によること。 

ア  補助散水栓の配管は，乾式又は予作動式の流水検知装置等の二次側からは分岐 

しないこと。 

イ 補助散水栓の配管は，補助散水栓専用の流水検知装置等の二次側配管から分岐 

すること。 

⑻  配線等 

予作動の制御盤等（受信機も含む。）から電磁弁までの配線は，耐熱措置を講ず 

   るとともに，予作動式の制御盤及び電磁弁には非常電源を設置するものとし，全て 

   の電源が遮断された場合には予作動弁が開放する方式とすること。 

  ⑼ ヘッドの設置 

    ヘッドは上向き型を用いること。ただし，ヘッド及び接続配管部分が凍結のおそ 

れがない場合には下向き型を用いることができる。配置については閉鎖型ヘッドの 

例によること。 

14 表 示 

⑴ 制御弁の直近には，次により表示すること。 

 ア 表示の大きさ等は，条例規則第５条 別表第１により次の表示をすること。 

 

 

 

第４－27図 

 

イ 一の階に放水区域が２以上となる場合は，制御弁の受け持つ区域図を表示する

こと。 

ウ 配管室，専用室等内に制御弁を設ける場合は，当該扉又は点検口前面等にも 

アの表示を設けること。 

 

⑵ 末端試験弁の直近には，条例規則第５条 別表第１により次の表示をすること。 

   ア 表示の大きさ等は，次によること。 

 

 

 

第４－28図 

 

 

スプリンクラー 
制 御 弁 

大きさ 30 ㎝×10 ㎝以上 

文 字 ３㎝以上 ■ 

色  赤地に白文字 

末 端 試 験 弁 
大きさ 30 ㎝×10 ㎝以上 

文 字 ３㎝以上 ■ 

色  赤地に白文字 
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イ 配管室，専用室等内に末端試験弁を設ける場合は，当該扉又は点検口前面にも

アの表示を設けること。 

⑶ 放水型ヘッド等には，次に掲げる事項を表示すること。 

ア 表示事項 

(ｱ) 製造者名又は商標 

(ｲ) 製造年 

(ｳ) 種別，形式 

(ｴ) 使用圧力範囲（MPa）及び放水量（ℓ／min） 

(ｵ) 有効放水範囲（㎡） 

(ｶ) 取扱方法の概要及び注意事項 

※ (ｵ)及び(ｶ)については，ケースに入れた下げ札に表示することができる。 

イ 下げ札は，放水型ヘッド等の付近の見やすい場所に設置すること。この場合に 

おいて，同一種類の放水型ヘッド等が複数存する場合には，当該表示の確認に 

支障のない範囲で下げ札を兼用してさしつかえないものであること。 

ウ  下げ札について，当該放水型ヘッド等の表示に係るものであることが明らかと 

なるようにしておくこと。 

エ  下げ札による表示は，当該防火対象物の使用開始までの間行うこととし，使用 

開始後，下げ札は防災センター等において保管すること。 

⑷  開放型スプリンクラーヘッドを用いるスプリンクラー設備の手動起動装置部分に

は，次により表示をすること。■ 

ア  起動装置である旨の表示及び操作方法を簡潔に記載した表示を設けること。 

イ  ２以上の放水区域を設けるときは，各手動起動装置の受け持つ放水区域図を 

表示すること。この場合，当該手動起動装置についても，放水区域図の受持ち 

区域と同一の色分けを施す等明示すること。 

⑸  送水口に設ける標識は，条例規則第５条 別表第１により次の表示をすること。 

※ ℓ，MPaについては，ポンプの定格吐出量（ℓ／min）と定格全揚程にあたる圧力 

 を記入。（ポンプと送水口の位置を考慮すること）。■ 

 

 

 

 

 

 

第４－29図 

 

 

スプリンクラー送水口

○○ℓ×○○MPa 

大きさ 30 ㎝×10 ㎝以上 

文 字 ３㎝以上 ■ 

色  赤地に白文字 

ℓ，MPa については，ポンプの定格吐出量（ℓ/min）と定格全揚

程にあたる圧力を記入。（ポンプと送水口の位置を考慮すること）
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15  貯水槽の耐震措置 

第２ 屋内消火栓設備５を準用すること。 

16 非常電源，配線等 

第２ 屋内消火栓設備６を準用すること。 

17  総合操作盤等 

第２ 屋内消火栓設備８を準用すること。 

18  開口部に設けるドレンチャー設備の技術的基準 

建基令第109条第１項に規定するドレンチャー設備の技術的基準は，則第15条の規定 

のほか，則第14条第１項第１号から第４号，第４号の３及び第５号の規定を準用し， 

かつ，次に掲げるところによること。 

⑴ ヘッド配置 

ドレンチャーヘッドは，開口部の上枠に，開口部前面に水幕が十分覆うよう配置 

すること。 

⑵  配 管 

則第12条第１項第６号並びに第２ 屋内消火栓設備３ ⑹から⑿までを準用する 

ほか，次によること。 

ア  配管の口径は，ヘッド口径及びヘッド設置個数に応じ，第４－30表による口径 

以上とすること。この場合，配水管上のヘッドの取付け間隔が3.6ｍを超えるもの 

は，最低許容口径より１ランク上の口径以上とすること。 

 

第４－30表 

管の呼び径 25 32 40 50 65 80 90 100 125 150

取 

付 

け 

許 

容 

ヘ 

ッ 

ド 

数 

 

ヘッド口径9.5㎜ 

 

２ ４ 

６ 10 20 36 55 72 100

100

を

超

え

る

 

 

〃  8.0㎜ 

 

３ ６ 

〃   6.5㎜ ５ ６ 

 

イ  配管方式は，中央給水方式とし，片側の配管上のヘッド数は６個以下とする 

こと。 

⑶  放水区域 

２以上の放水区域を設ける場合の一の放水区域の長さは，25ｍ以上とすること 

とし，可能な限り，設置建築物の１の側面は同一放水区域とすること。 
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第４－31図 

 

⑷  同時放水個数 

同時放水個数は，ドレンチャーヘッドを設置する建築物の側面のうち，設置ヘッ 

ド数の合計が最大となる面に存するヘッド数の合計とすること。ただし，地階を除 

く階数が３以上である建築物にあっては，連続する２の階の建築物の当該側面に設 

けるヘッド数の合計のうち，最大のものとすることができる。 

⑸  水源 

水源は，第２ 屋内消火栓設備２を準用するほか，水源水量については前⑷で得た 

   数に0.4ｍ3を乗じた量以上とすること。 

⑹  加圧送水装置 

加圧送水装置は，第２ 屋内消火栓設備１（⑶を除く。）を準用するほか，同時 

放水個数のヘッドから放水した場合に放水圧力0.１MPa以上で，かつ，それぞれの 

ヘッドにおいて放水量20ℓ／min以上となる吐出量及び全揚程を有するものとする 

こと。 

⑺  起動装置 

自動式及び手動式によることとし，自動式にあっては則第14条第１項第８号イ(ｲ)， 

手動式にあっては同号ロ(ｲ)及び（ロ）の規定の例により設けること。 

⑻  自動警報装置 

８（⑴を除く。）を準用すること。 

⑼  試験装置 

一斉開放弁には，９，⑷の例により作動動試験装置を設けること。 

⑽  表示 

14（⑵及び⑶を除く。）を準用すること。この場合，「スプリンクラー」を「ド 

   レンチャー」と読み替えるものとする。 

⑾  貯水槽等の耐震措置 

第２ 屋内消火栓設備５を準用すること。 

⑿  非常電源，配線等 

第２ 屋内消火栓設備６を準用すること。 

 

同一放水区域

とする 

同一放水区域

とする 

建築物 
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⒀  総合操作盤 

第２ 屋内消火栓設備８を準用すること。 

 

 19 特定施設水道連結型スプリンクラー設備の設置・維持基準 

（平19.6.13 消防予第230号，平19.12.21 消防予第390号「特定施設水道連結型

スプリンクラー設備等に係る当面の運用について（技術的助言）」） 

⑴ 用語の定義 
ア 特定施設水道連結型スプリンクラー設備とは，消防法施行令（昭和３６年政令

第３７号）第１２条第１項第１号及び第９号に掲げる防火対象物又はその部分で，

延べ面積が 1,000 ㎡未満のものに設置されるスプリンクラー設備のうち，当該ス

プリンクラー設備に使用する配管が，水道の用に供する水管に連結されたものを

いう｡ 
イ 水道連結型ヘッドとは，閉鎖型スプリンクラーヘッドの技術上の規格を定める

省令（昭和４４年自治省令第２号）第２条第１号の３に規定する小区画型ヘッド

のうち，配管が水道の用に供する水管に連結されたスプリンクラー設備に使用さ

れるヘッドをいう｡ 
ウ 補助水槽付加圧送水装置とは，加圧送水装置の基準（平成９年消防庁告示第８

号）第２，第４号に規定するポンプ方式の加圧送水装置で，特定施設水道連結型

スプリンクラー設備に用いるポンプ方式の加圧送水装置に補助水槽を加えたも

のをいう｡ 
エ 給水装置とは，水道法（昭和３２年法律第１７７号）第３条第９項に規定する

給装置であって，水道事業者が管理する給水のための配水管から分岐して設けら

れた給水管，給水管路に設けられた管継手及びバルブ類，給水管の末端に設けら

れる給水栓，湯沸器等の給水用具をいう｡ 
オ 水道メーターとは，水道法施行規則（昭和３２年厚生省令第４５号）第１２条

の２第２号に掲げる水道メーターであって，水道事業者が使用水量を計量するた

め，給水装置に設ける量水器をいう｡ 
⑵ 給水装置の構造･材質基準及び工事 

ア 給水装置の構造･材質については，水道法施行令（昭和３２年政令第３３６号）

第５条により，次に掲げる基準に適合していること｡ 
(ア) 配水管への取付口の位置は，他の給水装置の取付口から３０㎝以上離れてい

ること｡ 
(イ) 配水管への取付口における給水管の口径は，当該給水装置による水の使用量

に比し，著しく過大でないこと｡ 

(ウ) 配水管の水圧に影響を及ぼすおそれのあるポンプに直接連結されていない

こと｡ 
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(エ) 水圧，土圧その他の荷重に対して充分な耐力を有し，かつ，水が汚染され，又は

漏れるおそれがないものであること｡ 

(オ) 凍結，破壊，侵食等を防止するための適当な措置が講ぜられていること｡ 
(カ) 当該給水装置以外の水管その他の設備に直接連結されていないこと｡ 
(キ) 水槽，プール，流しその他水を入れ，又は受ける器具，施設等に給水する給

水装置にあっては，水の逆流を防止するための適当な措置が講ぜられているこ

と｡ 
イ アの給水装置は，給水装置の構造及び材質の基準に関する省令（平成９年厚生省

令第１４号）に規定する性能の基準（以下「性能基準」という。）に適合すること｡ 
性能基準に適合する給水装置は，次のアからウ（以下「性能基準適合品」とい

う。）までによること｡ 
(ア) 第三者認証品 

製造事業者等が製造した製品を，第三者認証機関が性能基準に適合すること

を認証した製品 

(イ) JIS 規格，JWWA 規格などの性能基準に適合していることが明らかな製品 
(ウ) 自己認証品 

製造事業者等が自らの責任において，性能基準に適合していることを証明す

る製品 
ウ イ，（ア）の第三者認証品，（イ）の JIS 規格の確認方法としては，当該給水装

置に貼付されている第１－１表及び第１－２表に掲げる表示を確認すること。 
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第１－１ 第三者認証品の確認方法 
第三認証機関名 認証組織 審査内容 表示マーク 

(社)日本水道協会 

品質認証 

センター 

性能基準の適合 

シールの場合 

又は

日水協規格 

の適合 

シールの場合  打刻の場合 

 

検 査 部 

型式承認基準 

の適合（旧） 
又は

日水協規格 

の適合 
  

(財)日本燃焼機器

検査協会 
検 査 部 性能基準の適合 

(財)電気安全環境

研究所 

お客様 

サービス部 
性能基準の適合 

 

(財)日本ガス機器

検査協会 
製品認証部 性能基準の適合 

 

㈱ UL Japan 
エンジニアリ

ングサービス
性能基準の適合 

 

第１－２表 JIS 規格品の確認方法 

水道用 JIS 規格の場合 
又

は  

 
エ 給水装置の設計及び工事については，水道事業者が指定した給水装置工事の事業を

行う者（以下「指定給水装置工事事業者」という。）が施工する。 
指定給水装置工事事業者が当該給水装置の工事を行う場合は，宇都宮市水道局の設
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計審査，施工の承認，検査等を受けなければならないこと。 
この場合において消防設備士は，特定施設水道連結型スプリンクラー設備の設置維

持に関する技術上の基準について，必要な事項を指示する必要があること。 
⑶ 特定施設水道連結型スプリンクラー設備の構成 

特定施設水道連結型スプリンクラー設備の給水方式の例としては，別表を参照するこ

と。 
ア 直結直圧方式 

直結直庄方式とは，配水管からの水圧で給水管の末端に設けられる給水用具まで直

接給水する方式をいう（別表№１参照）。 
この場合，直結直圧方式に用いる給水装置は，性能基準適合品を使用すること。 

イ 直結増圧方式 
直結増圧方式とは，給水管の途中に増圧給水設備（増圧ポンプ等）を設置し，給水管の

圧力を当該増圧給水設備により増圧する次の給水方式をいう。 

この場合，直結増圧方式に用いる給水装置は，性能基準適合品を使用すること。 

(ア) 増圧ポンプ等により給水管の末端に設けられる給水用具まで押し上げる方式を直

送方式という（別表№２参照）。 

(イ) 増圧ポンプ等により高所に置かれたタンクに給水し，当該タンクから給水管の末

端に設けられる給水用具まで自然落下させる方式を高置タンク方式という（別表№３参

照）。 

ア 受水槽方式 
(ア) 受水槽方式とは，配水管から給水管を経た水を受水槽に貯留し，当核受水槽から

ポンプ等により給水する方式をいう（別表№４から№６まで参照）。 
この場合，当該受水槽の二次側に給水装置と特定施設水道連結型スプリンクラ

ー設備兼用の増圧給水設備（増圧ポンプ等）を設ける場合は，２に規定する性能基

準適合品を使用すること。 
(イ)  別表，№４から№７までに掲げる受水槽（補助水槽）の一次側で，給水装置と特

定施設水道連結型スプリンクラー設備の配管を分岐し，当該受水槽以降の二次側を

特定施設水道連結型スプリンクラー設備専用とした場合は，次の(4)により加圧送

装置を設けること。 
⑷ 加圧送水装置 

特定施設水道連結型スプリンクラー設備に用いる加圧送水装置は，消防法施行規則

（昭和３６年自治省令第６号。以下「省令」という。）第１４条第１項第１１号の２の

規定によるほか，次によること。 
ア 加圧送水装置の基準（平成９年消防庁告示第８号）に規定する特定施設水道連結型

スリンクラー設備に用いるポンプ方式の補助水槽付加圧送水装置 
(ア) 設置場所 
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a 第２ 屋内消火栓，１，⑴を準用すること。 

b 補助水槽付加圧送水装置を屋外に設ける場合は，不燃材料で造った取り外しが

可能なカバー等により有効に覆うこと。 

(イ) 機器 
補助水槽付加圧送水装置を用いる場合は，原則として加圧送水装置の基準（平成

９年消防庁告示第８号）に適合する告示適合品を使用すること。 
(ウ) 起動装置 

自動火災報知設備の感知器の作動と連動して起動すること。 
(エ) 電源 

補助水槽付加圧送水装置の電源は，常用電源回路の分電盤から専用とし，他の動

力回路の故障による影響を受けるおそれのないものであること。 
イ 高架水槽を加圧送水装置として使用する場合 

第２ 屋内消火栓，１，⑵を準用すること｡ 
⑸ 水源 

特定施設水道連結型スプリンクラー設備の構成を受水槽方式とした場合の水源の水

量は，次によること。 
ア 閉鎖型スプリンクラーヘッドのうち，水道連結型ヘッドを用いる場合は，１．２㎥

以上とすること｡ 
ただし，特定施設水道連結型スプリンクラー設備を設置する防火対象物の壁及び天

井（天井のない場合にあっては，屋根。以下同じ。）の室内に面する部分（回り縁，窓

台その他これらに類する部分を除く。以下同じ。）の仕上げについて火災予防上支障が

ある場合（当該仕上げを準不燃材料以外でした場合をいう。以下同じ。）は，４（スプ

リンクラーヘッドの設置個数が４に満たないときにあっては，当該設置個数）に０．

６㎥を乗じて得た数とすること。 
この場合，スプリンクラーヘッドの設置個数は，最大の放水区域に設置されるスプ

リンクラーヘッドの個数をいうこと。 
イ 開放型スプリンクラーヘッドを用いる場合は，１．２㎥以上とすること。 

ただし，特定施設水道連結型スプリンクラー設備を設置する防火対象物の壁及び天井

の室内に面する部分の仕上げについて火災予防上支障がある場合は，４（スプリンク

ラーヘッドの設置個数が４に満たないときにあっては，当該設置個数）に０．６㎥を

乗じて得た数とすること。 
この場合，スプリンクラーヘッドの設置個数は，最大の放水区域に設置されるスプ

リンクラーヘッドの個数をいうこと｡ 
ウ 放水型ヘッド等を用いる場合は，省令第１４条第２項及び放水型ヘッド等を用いる

スプリンクラー設備の設置及び維持に関する技術上の基準の細目（平成８年消防庁告

示第６号）によること。 
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⑹ スプリンクラーヘッド 
特定施設水道連結型スプリンクラー設備のスプリンクラーヘッドの設置は，次による

こと｡ 
ア 閉鎖型スプリンクラーヘッドで小区画型ヘッドのうち，水道連結型ヘッドを用いる

場合は，最大の放水区域に設置されるスプリンクラーヘッドの個数（当該個数が４以

上の場合は，４）のスプリンクラーヘッドを同時に使用した場合に，それぞれの先端

において放水圧力が０．０２Mpa（壁及び天井の室内に面する部分の仕上げについて

火災予防上支障があると認められる場合にあっては０．０５Mpa）以上で，かつ，放

水量が１５ℓ/min（壁及び天井の室内に面する部分の仕上げについて火災予防上支障

があると認められる場合にあっては３０ℓ/min）以上で，有効に放水できる性能を有

すること｡ 
なお，最大の放水区域に設置されるスプリンクラーヘッドの個数が４となる室等が

複数ある場合は，水道メーターから最遠となる最大の放水区域で，有効に放水できる

性能を有すること｡ 
イ 特定施設水道連結型スプリンクラー設備に開放型スプリンクラーヘッドを用いる

場合は，最大の放水区域に設置されるスプリンクラーヘッドの個数（当該個数が４以

上の場合は，４）のスプリンクラーヘッドを同時に使用した場合に，それぞれの先端

において放水圧力が０．０２Mpa（壁及び天井の室内に面する部分の仕上げについて

火災予防上支障があると認められる場合にあっては０．０５Mpa）以上で，かつ，放

水量が１５ℓ/min（壁及び天井の室内に面する部分の仕上げについて火災予防上支障

があると認められる場合にあっては３０ℓ/min）以上で，有効に放水できる性能を有

すること。 
なお，最大の放水区域に設置されるスプリンクラーヘッドの個数が４となる室等が

複数ある場合は，水道メーターから最遠となる最大の放水区域で，有効に放水できる

性能を有すること。 
ウ ア及びイにおいて，防火対象物の壁及び天井の室内に面する部分の仕上げについて

火災予防上支障があると認められる場合以外であっても，放水区域におけるスプリン

クラーヘッドの個数が４未満となる室がある場合は，有効に放水することができる機

能を確保するため，水道メーターから最遠となるスプリンクラーヘッドからの放水圧

力が０．０５MPa 以上，かつ，放水量が３０ℓ/min 以上の性能を有すること｡ 
エ 放水型ヘッド等を用いる場合は，省令第１４条第２項及び放水型ヘッド等を用いる

スプリンクラー設備の設置及び維持に関する技術上の基準の細目（平成８年消防庁告

示第６号）によること｡ 
⑺ 配管等 

ア 省令第１４条第１項第１０号ハに規定する消防庁長官が定める基準に適合するも

のは，次によること｡ 



187 
 

(ア) 配管は，省令第１２条第１項第６号ニの規定に準じて設けること。 
(イ) 管継手は，省令第１２条第１項第６号ホの規定に準じて設けること。 
(ウ) バルブ類は，省令第１２条第１項第６号トの規定に準じて設けること。 
(エ) アからウによるほか，配管，管継手及びバルブ類であって，火災時に熱を受ける

おそれがある部分以外に設けられるものにあっては，水道法（昭和３２年法律第１

７７号）第１６条に規定する基準によることができること。 
この場合の配管，管継手及びバルブ類は，性能基準適合品を使用すること。 

(オ) エにおいて難燃材料で造られた区画，間仕切り，天井等又は配管等を厚さ５０㎜

以上のロックウールで被覆した場合は，火災時に熱を受けるおそれがある部分に該

当しないこと｡ 
イ ア，(エ)の水道法第１６条に規定する配管は，第２－１表の例によること。 
第２－１表 

配管の種類 規  格 
水道用硬質塩化ビニルライニング銅管 ＪＷＷＡ Ｋ １１６ （ＶＡ，ＶＤ） 
水道用ポリエチレン粉体ライニング銅管 ＪＷＷＡ Ｋ １３２ （ＰＡ，ＰＤ） 
水道用耐熱硬質塩化ビニルライニング鋼管 ＪＷＷＡ Ｋ １４０ 
フランジ付ポリエチレン粉体ライニング銅管 ＷＳＰ ０１１ 
フランジ付耐熊性樹脂ライニング ＷＳＰ ０５４ 
水道用硬質塩化ビニルライニング銅管 ＪＷＷＡ Ｋ １１６ （ＶＢ） 
水道用ポリエチレン粉体ライニング鋼 ＪＷＷＡ Ｋ １３２ （ＰＢ） 

[規格の記号等] ＪＷＷＡ＝日本水道協管会，WSP＝日本水道銅管協会規格 
ＶＡ，ＰＡ=外：一時防錆塗装，内：硬質塩化ビニル，ポリエチレン 
ＶＢ，ＰＢ＝外：亜鉛メッキ，内：硬質塩化ビニル，ポリエチレン 
ＰＢ＝外：亜鉛メッキ，内：ポリエレン 

ウ 配管の摩擦損失計算等は，配管の摩擦損失計算の基準（昭和５１年４月消防庁告示

第３号）によること。 
エ 末端試験弁 

次により，特定施設水道連結型スプリンクラー設備の放水圧力及び放水量を測定で

きる装置（以下「試験装置」という。）を設ける場合にあっては末端試験弁を設けない

ことができること。 
(ア) 最大の放水区域となる場所（当該場所が２以上の場合は，水道メーターから最遠

となる場所）に試験装置を設ける場合 
a 放水圧力が確認できる圧力計を設けること。 
b 当該放水区域の放水量が確認できるオリフィス等の試験用放水口を設けること。 

(イ) (ア)以外の場所（以下「測定場所」という。）に試験装置を設ける場合 
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a (ア)の場所における放水圧力を計算し，この計算結果から測定場所での放水圧力

及び放水量を算定させ，その内容を確認すること。 
b a による測定場所の放水圧力が確認できる圧力計を設けること。 
c  b による測定場所の放水量が確認できるオリフィス等の試験用放水口を設ける

こと。 
⑻ 制御弁 

特定施設水道連結型スプリンクラー設備の構成に関わらず，設けないことができるこ

と。 
なお，水道メーター以降の２次側配管に，当該設備作動後の放水停止措置として制御

弁と同等の止水弁を設ける場合は，性能基準適合品を使用するほか，次によること。 
ア 当該止水弁には，みだりに閉止できない措置が講じられていること。 
イ 当該止水弁には，その直近の見やすい箇所に特定施設水道連結型スプリンクラー設

備の放水を停止する弁である旨を表示すること。 
⑼ 自動警報装置，送水口 

特定施設水道連結型スプリンクラー設備の構成に関わらず，設けないことができるこ

と。 
⑽ 総合操作盤 

加圧送水装置を設置する特定施設水道連結型スプリンクラー設備の総合操作盤は，省

令第１４条第１項第１２号の規定により設けること｡ 
⑾ 特定施設水道連結型スプリンクラー設備の維持 

ア 次に掲げる特定施設水道連結型スプリンクラー設備の維持管理上の必要事項等に

ついて，関係者が使用する宿直室，事務室等の常時人がいる場所に表示すること。 
(ア) 水道が断水したとき又は配水管の水圧が低下したときは，正常な効果が得られな

い旨の内容 
(イ) 給水栓等からの通水の状態に留意し，異常があった場合には，水道事業者又は設

置 工事を行った指定給水装置工事事業者へ連絡する旨の内容 
(ウ) その他維持管理上必要な事項 
(エ) 水道事業者，指定給水装置工事事業者等の連絡先 
イ ア，（ウ）によるその他維持管理上必要な事項としては，給水が停止した場合の対

応として次に掲げる事項を表示すること｡ 
(ア) 防火対象物を管轄する消防署への連絡 
(イ) 夜間における宿直体制，巡回警備体制等の確保 
(ウ) 火気設備，火気器具，たばこなどの裸火等の管理 
(エ) 水バケツ等による消火水の確保 
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 特定施設水道連結型スプリンクラー設備（以下「特定ＳＰ」という。）の工事手順  
防火対象物 
の関係者 

水 道  
事 業 者 

指定給水装置 
工事事業者 

消 防  
設 備 士 

消防局・ 
署・分署 

     
 
 
 
 
 
 
※ 消防での打合

せが完了したこと

を示すため図面等

に受付印（番号な

し）を押印 
 

 
※ 工事承認願の
写しを添付 

申請 

工事の計画 

給水装置と特定ＳＰの 
工事内容の決定

給水装置と特定ＳＰの工事
にあたっての設計協議 

特定ＳＰ工事
の事前協議 

工事内容の確認・指導 
給水装置設計 

の審査 

着工届審査
（3 部受領）

特定ＳＰの検査 給水装置の工事

給水の開始 

検査済証の交付 

給水の申込み 

検査済証の作成 

着工届・設置届
各１部送付

着工届・設置届 
受理 

設置届審査
（3 部受領）

給水装置の 
施工承認 

給水装置の
工事開始 

特定ＳＰ着工
届の作成 

（３部提出） 

給水装置 
工事の計画 

特定ＳＰ 
工事の計画 

特定ＳＰの 
工事完了 

特定ＳＰ設置
届の作成 

（３部提出） 

給水装置 
の完成検査 
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 別表 
 

特定施設水道連結型スプリンクラー設備の給水方式 
 

方式 № 図 

直結式 

直結直圧式 １ 

直結増圧式 

直送式 ２ 

 
 

 
 
 

高架水槽式 ３ 
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方式 № 図 

受水槽式 

高架水槽式 ４ 

圧力水槽式 ５ 

ポンプ直送式 ６ 

直結・受水槽補助水槽併

用式 
７ 
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 20 その他 

  ⑴ スプリンクラー設備の代替区画（平元.10.13） 

    特例を受けない共同住宅において，11階以上の階に設置するスプリンクラー設備 

については，則第13条第１項の代替区画を認めることができる。ただし，開口部の 

制限内で収めること。 

  ⑵ 物品販売店舗のスプリンクラー設備について（平3.7.19） 

    ５階建て以上で2,800㎡以上の対象物，又は，２階建て以上の防火対象物で設置 

対象面積未満の建築物であっても，開口部の有無，可燃物の状況に応じてその設置 

を指導すること。（平2.6.4 消防予第62号 参照） 

  ⑶ 音響室のスプリンクラーヘッドは免除できない。（平2.6.12） 

    なお，ヘッドを設置しない場合は，ハロゲン化物消火設備か，又は不活性ガス 

  消火設備を設置すること。 
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別紙 

ループ配管の摩擦損失計算例（平18.3.10 消防予第103号） 

１ ループ配管の摩擦損失計算では，分岐点から合流点までにおけるそれぞれの配管内の 

摩擦損失水頭が等しくなるように流量を配分すること。 

なお，摩擦損失計算には複数の手法が考えられるが，その一つとして次のような手法 

を示すので参考とすること。 

⑴ ループ配管の流入部側分岐点を設定するとともに，当該分岐点から最遠となる流出 

部側合流点を設定する。 

⑵ ループ配管に流れる流量を仮想値で設定し，摩擦損失基準に基づき仮想摩擦損失 

水頭を計算する。 

⑶ 流水の摩擦損失は，配管の長さに比例し，流量の1.85 乗に正比例することから， 

ループ配管で圧力の不均衡が生じた場合の修正流量（ｑ）は次式で表せることが分か 

っている。 

 

ｑ：修正流量（ℓ／min） 

Ｐ：配管摩擦損失水頭（ｍ） 

Ｑ：流量（＋又は－方向の仮想流量） 

 

そこで，⑵で仮想した流量及び仮想摩擦損失水頭の値を用いて，修正流量を求める。 

⑷  ⑵で設定した仮想流量及び⑶で求めた修正流量を踏まえ，再度ループ配管に流れる 

流量を設定し，ループ配管の流出部側合流点における摩擦損失水頭の数値の合計（絶対 

値）が0.05ｍ未満となるまで，⑶の計算を繰り返す。 

なお，摩擦損失計算の計算例を次に示す。 

 

＜計算例＞ 

次図のようにスプリンクラー設備の配管をループにし，最も遠いヘッドまでの水量が 

二系統に分かれる場合の配管の摩擦損失計算の算出方法等の例は，次のとおりである。 

なお，計算条件として，ループ配管はＳＧＰ（配管用炭素鋼管）50Ａを用いるものとし，

流入部の総水量は1,000ℓ／min，①の配管は直管200ｍに相当する圧力損失があり，②の配

管は直管150ｍに相当する圧力損失があるものとする。 

 

 

 

 

 

ア  ループ部の流入部(a)を設定するとともに最遠となる流出部(b)を設定する。 
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イ  流入部(a)と流出部(b)間の配管の摩擦損失水頭を求めるために次の手順により 

計算する。 

なお，流入部(a)を基点として時計回りを＋，反時計回りを－とし，流入部に最も 

近いスプリンクラーヘッドの分岐点をＣ，流入部に最も近いスプリンクラーヘッド 

をＤとする。 

 

 

 

 

 

ａ  配管①及び②に流れる仮想流量（任意の値を設定）をそれぞれ500ℓ／minと 

想定し，配管の摩擦損失水頭を摩擦損失基準により求める。 

第一次計算 

 

    ※ 摩擦損失基準第二に規定される  
 

の計算式による。 
 
Ｈ   ： 配管の摩擦損失水頭（ｍ） 

Ｎ   ： 配管の摩擦損失計算に必要なＨｎの数 

Ｑｋ ： 大きさの呼びがｋである配管内を流れる水の流量（ℓ／min） 

Ｄｋ ： 大きさの呼びがｋである管の基準内径（cm）の絶対値 

Ｉ’k： 大きさの呼びがｋの直管の長さの合計（ｍ） 

Ｉ”k： 大きさの呼びがｋの管継手及びバルブ類について，当該管継手及びバルブ類の 

大きさの呼びに応じて使用する管の類別ごとに定めた摩擦損失基準別表第一から 

別表第三までに定める値により直管相当長さに換算した値の合計（ｍ） 

ｂ  仮想流量（＝500ℓ／min）に対する修正流量を以下の式で求める。 

ｑ≒（＋側－側のＰの値の合計）÷（＋側－側の（1.85／Ｑ）式の値の合計） 

    

区間 
配管口径 

(Ａ) 

流量 

（ℓ／min） 

直管相当長 

（ｍ） 

摩擦損失水頭

（ｍ） 
計算式※ 

配管① 

（＋側） 
50 500 200 ＋70.807 

配管② 

（－側） 
50 500 150 －53.105 

＋側及び－側の摩擦損失水頭の合計（ｍ） ＋17.702 
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  ∴ 

 

①  ＋側の配管摩擦損失水頭＝＋70.807 

②  －側の配管摩擦損失水頭＝－53.105 

③  ＋側及び－側の配管摩擦損失水頭の合計（ＳｕｍＰ＝①＋②）＝＋17.702 

④  ＋側の（1.85Ｐ／Ｑ）式の値（＋－関係なく絶対値）＝（1.85×70.807／500）＝0.262 

⑤  －側の（1.85Ｐ／Ｑ）式の値（＋－関係なく絶対値）＝（1.85×53.105／500）＝0.196 

⑥  ＋側及び－側の（1.85Ｐ／Ｑ）式の値の合計（Ｓｕｍ（1.85／Ｑ）＝④＋⑤）＝0.458 

⑦  ③で求めた値を⑥で求めた値で除すと，修正流量（ｑ）が求められる。 

 

＝17.702／0.458≒38.650 

 

この結果，＋側では仮想流量500ℓ／minに対し38.650ℓ／min多く，－側では仮想 

流量500ℓ／minに対し38.650ℓ／min少ないということとなる。 

ｃ  ＋側と－側の仮想流量（＝500ℓ／min）修正流量（＝38.650ℓ／min）を考慮し， 

新たな仮想流量（＝＋側461.350ℓ／min，－側538.650ℓ／min）として， 

再度計算する。 

※ これを繰り返して，＋側及び－側の摩擦損失水頭の数値の合計（絶対値）が0.05未満に

なるまで計算する。 

第二次計算 

区間 
配管口径 

(Ａ) 

修正流量 

(ℓ／min) 

流量 

(ℓ／min) 

直管相当長

（ｍ） 

摩擦損失水頭

（ｍ） 
計算式 

配管① 

（＋側） 

50 

 

38.650 

461.350 200 ＋61.015 

配管② 

（－側） 
50 538.650 150 －60.948 

＋側及び－側の摩擦損失水頭の合計（ｍ） ＋0.067 

①  ＋側の配管摩擦損失水頭＝＋61.015 

②  －側の配管摩擦損失水頭＝－60.948 

③  ＋側及び－側の配管摩擦損失水頭の合計（ＳｕｍＰ＝①＋②）＝＋0.067 

④  ＋側の（1.85Ｐ／Ｑ）式の値（＋－関係なく絶対値）＝（1.85×61.015／461.350）  

＝0.244 

⑤  －側の（1.85Ｐ／Ｑ）式の値（＋－関係なく絶対値）＝（1.85×60.948／538.650）

＝0.209 

⑥  ＋側及び－側の（1.85Ｐ／Ｑ）式の値の合計（Ｓｕｍ（1.85／Ｑ）＝④＋⑤）＝0.453 

⑦  ③で求めた値を⑥で求めた値で除すと，修正流量（ｑ）が求められる。 

＝0.067／0.453≒0.147 
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    この結果，＋側では仮想流量461.350ℓ／minに対し0.147ℓ／min多く，－側では 

仮想流量538.650ℓ／minに対し0.147ℓ／min少ないということとなる。 

第三次計算 

区間 
配管口径 

(Ａ) 

修正流量 

(ℓ／min) 

流量 

(ℓ／min) 

直管相当長

（ｍ） 

摩擦損失水頭

（ｍ） 
計算式 

配管① 

（＋側） 
50 

0.147 

461.203 200 ＋60.979 

配管② 

（－側） 
50 538.797 150 －60.978 

＋側及び－側の摩擦損失水頭の合計（ｍ） －0.05＜0.001＜0.05 

ｑ：修正流量（ℓ／min） 

Ｐ：配管摩擦損失水頭（ｍ） 

Ｑ：流量（＋又は－方向の仮想流量） 

ｄ  ＋側と－側の摩擦損失水頭の合計の絶対値が0.05未満となった数値（≒61.0 

ｍ）が当該ループ配管Ａ～Ｂ間における配管摩擦損失水頭となる。 

ウ  流入部に最も近いスプリンクラーヘッド(d)における放水圧力が規定圧力 

（1.0MPa）を超えないことを以下の手順により確認する。 

ａ  スプリンクラーヘッド１個が作動し，放水圧力が1.0MPa時の放水量を以下 

の式によって求める。 

 
 

ここに， 

Ｐ：放水量80ℓ／min時のスプリンクラーヘッドの放水圧力（＝0.1MPa） 

Ｑ：放水圧力0.1MPa時のスプリンクラーヘッドの放水量（＝80ℓ／min） 

Ｐ１：放水圧力1.0MPa 

Ｑ１：放水圧力1.0MPa時の放水量 

とする。 

  

  

故に放水圧力1.0ＭＰａでは，放水量は253ℓ／min時の揚程を求める。 

ｂ 加圧送水装置の揚程曲線（Ｐ－Ｑ曲線）から，流量253ℓ／min時の揚程を 

求める。 

ｃ 加圧送水装置から流量253ℓ／min時のＡ点までの摩擦損失水頭を求める。 

ｄ ループ配管部Ａ－Ｂ－ＣとＡ－Ｃにおいて上記ループ配管の計算の例等を 

用いて流量253ℓ／min時の摩擦損失水頭を求める。 

ｅ ｂで求めた加圧送水装置の揚程から，Ａ点まで，ループ配管部（Ａ－Ｃ間， 

ｄで求められた値）まで及びＣ点から直近のスプリンクラーヘッドの（Ｄ点） 
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までの摩擦損失水頭，その他落差等を差し引くと，流量253ℓ／min時のスプリ 

ンクラーヘッドにおける放水圧力が求められる。 

 

｛（ｂで求めた加圧送水装置の揚程）－（（加圧送水装置からＡまでの摩擦損失水頭）＋

（ＡからＣまでの摩擦損失水頭）＋（ＣからＤまでの摩擦損失水頭）＋（その他落差等））｝

／100＝Ｄのスプリンクラーヘッド放水圧力（MPa） 

 

ｆ Ｄ点のスプリンクラーヘッドにおいて1.0MPaを超えていなければ可とし， 

超えている場合は不可となり減圧措置を講じる必要がある。 

２ ループ配管の口径について 

将来的にループ部からの配管の増設等の可能性がある場合には，ループ配管部の口径 

の大きさに余裕をもたせる等の指導を行うこと。 

３ その他 

⑴ ループ配管にあっては，上記１の例に示すとおり単にループにしているもの以外に， 

複雑なループ形式をしている配管やグリッド配管（複数の配管が並列に並んでいる） 

が見られるが，本計算例は単純なループ配管の場合の例に限定した計算例であること。 

⑵ 上記１の例については，ループ部分の配管の摩擦損失水頭を求めているが，ループ 

配管から末端の放出口までの配管の摩擦損失水頭を含めた合計摩擦損失が最大となる 

部分が配管の摩擦損失水頭の最大値となるので，ポンプの全揚程等の計算の際には 

注意が必要であること。 

例えば，次図で配管口径及び材質が全て同じ場合は，ループ部分のみから判断する 

と摩擦損失水頭はＡ－Ｂ間の方がＡ－Ｄ間より大きいが，Ｄ－Ｅ間の摩擦損失水頭と 

Ｂ－Ｃ間の摩擦損失水頭との差は，Ａ－Ｂ間の摩擦損失水頭とＡ－Ｄ間の摩擦損失 

水頭との差より大きいため，合計損失ではＡ－Ｂ－Ｃ間よりＡ－Ｄ－Ｅ間の方が大き 

くなり，最遠部はＥで最大の摩擦損失水頭はＡ－Ｄ－Ｅ間となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


